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原子力の自主的安全性向上に関するワーキンググループ 
これまでの議論と今後の議論の方向性 

 
１．各論点に関する意見の整理 
 
（参考：第一回ＷＧで提示された論点） 

① 「安全神話」からの脱却（注） 
注）ＷＧの議論では、「安全神話」が意味するところは、「規制水準を満たすこと、あるいは、

その下で積み重ねられた安全の実績により自信過剰になり、継続的安全性向上の努力を

怠ってきたこと」であるとの共通理解となった。 

② 原子力特有のリスクと向き合うマネジメント強化 

③ 国内外の新たな知見の積極的導入 

④ 規制以上の安全レベルを目指す意識の徹底 

⑤ 継続的安全性向上に資する目安の設定  

⑥ 各プラントに対する総合的かつ継続的なリスク評価  

⑦ 適切なリスクコミュニケーションの実施 

⑧ 事業者としての原子力安全への向き合い方 

⑨ 自主的かつ継続的な安全性向上に必要な仕組み 

⑩ 有効な安全研究の実施 

 

（１） 自主的安全性向上の望ましい姿 

 

 原子力産業界は、規制水準を満たした上で積み重ねられた安全の実績により

自信過剰になり、継続的安全性向上の努力を怠ってきた。このような「安全

神話」に陥ることなく、自主的かつ継続的な安全性向上の実現に向けて注力

すべきである。 

 原子力発電に伴うリスクは炉心損傷事故（シビアアクシデント）で支配され

るので、シビアアクシデントが発生することを考え深層防護を組み立てなけ

ればならない。その際、緊急時においても的確に判断の出来る安全性につい

て全体を俯瞰できる人材の存在が極めて重要。 

 また、原子力事業者における構成員個々人の批判的な思考と疑問を抱く姿勢、

疑問を提示する慣行、残余のリスクを考慮にいれた安全対策の実施、発電所

の設備・設計に関する深い知見の蓄積と責任ある姿勢等が一層期待される。

さらにこれらを補完する相互レビューの仕組みや良い行動を評価する仕組み

も体系的に整備することが必要ではないか。 

 原子力特有のリスクと向き合い安全性向上を実現するために、各原子力事業

者はリスク評価を具体的な対策の実施に繋げるリスクマネジメントを行うべ
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き。その際、「リスクガバナンスの枠組み」（リスクコミュニケーションを実

施しつつ行う、①問題設定（プレアセスメント）→②リスク評価→③リスク

判断→④リスク対応策の選択・実施の一連の取組み）を効果的に実施するこ

とが必要で、立地地域住民の方々など外部ステークホルダーの参加を得て、

その価値観を反映させていくことが重要。 

 原子力事業者が自主的かつ継続的な安全性向上を実施していく際、「安全性向

上の目安・目標」を持つべき。また、その目安や向上策は国内外の最新の知

見を踏まえて進化していくものであるから、日本において安全基準や各種標

準が定まっていない課題についても、原子力事業者の活動に自主的に取り入

れ、これを活用すべく取り組んでいくべき。 

 こうした自主的安全性向上の取組を実施する上で、事故に繋がる事象の網羅

的な評価、脆弱点抽出、対策の効果の定量化などの効果を持つ PRA（確率論

的リスク評価）は、リスクマネジメントの際の不可欠なツールである。同時

に、残余のリスクへの対応を含むレジリエンス向上には、確率を考慮の上ス

トレステストによりクリフエッジまでの距離を長くするという半決定論的手

法が役立つことも示されている。 

（注）「ＰＲＡ」「ＰＳＡ」の使い分けについては、残余のリスクへの意識を高めるとともに、米

国等のプラクティスに学ぶという観点から、本ＷＧでは、「ＰＲＡ」との表現で統一する。 

 米国はスリーマイル島原発事故後に議論を重ね、時間をかけて産業界が自主

的かつ継続的な安全性向上を実施していく体制を構築してきた。安全性向上

に向けて何を行うべきか、各者の責務を明確に定義した上で、プライオリテ

ィを付けて、産業界、事業者等が具体的なアクションにつなげていくことが

重要。 

 自主的かつ継続的な安全性向上に必要な仕組みの構築は、新たに組織を作っ

て終わるものではなく、産業界組織がどのような役割を果たすべきか明確に

する必要。また、専門性のある人材の確保、サポートする組織の存在が大事

である。 

 

（２） リスクマネジメントに関する意見【論点①、②、③、④、⑧関連】 

 

 事故リスクの把握、必要な対応策の実施は、社会に甚大な被害を与え得る原

子力業界の経営におけるトップイシューであるべき。十分な管理ができない

会社は退出せざるを得ない。 

 原子力事業者のリスクマネジメント向上には、経営トップのコミットメント、

安全文化の醸成、リスク評価を共有・流通させるための社内体制構築、人材

育成が不可欠。 

 航空産業では、全世界で各種データを収集する体制を構築し、安全性向上対

策の実施判断に繋げている。電力会社原子力部門では運転部門、保全部門、

リスク部門が縦割りとなっており、各部門で収集するデータの共有が十分で
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ないため、データを効果的にリスク評価に活用する点が不十分との意見があ

る。 

 集団思考に陥らないために、米仏で実績のある安全アドバイザー制度などの

同じ組織に所属しながら別の目で見て意見を言う多様性のメリットを考えた

仕組みが必要ではないか。 

 リスクマネジメントを高めていくために、IAEA による PRA やシビアアクシデ

ント対策のレビュー等を活用し、世界のグッドプラクティスを知ることが重

要ではないか。 

 

（航空会社（日本航空）のリスクマネジメント体制・機能の具体例） 

・現場だけでなく、常にマネジメントサイドのコミットが得られるよう、経

営の参謀役として、安全の知見を有し事業全体のリスク管理を担う担当役

員を設置。 

・各部門の現場に精通した専門家を集め、専属の部署を担当役員の直属とし

て設置。各部署のリスクを洗い出し、経営層に報告、経営層において迅速

な意思決定を実施。 

・重大事故のみならず、その徴候となるパフォーマンス・インディケータも

収集する体制を構築し、それに基づく定量的な安全指標等を設定。データ

ベース、安全指標を活用し、継続的な安全性向上・改善につなげている。 

 

（３） リスク評価手法に関する意見【論点⑤、⑥関連】 

 

 我が国の原子力事業者はこれまで確率論的リスク評価（PRA）を一部で使って

きたが、リスクがゼロでなく、重大事故が起こり得ることを認めることへの

懸念と大きな不確かさなどから、積極的な活用に至らなかった。 

 PRA は、事故シーケンスに応じた網羅的評価、脆弱点抽出、対策の効果の定

量化ができ、適切な深層防護方法を決定するための情報等、プラントの安全

性向上に有用な情報を提供する。また、安全上プライオリティの高い事項に

人員・資金等のリソースを適切に配分することや、事故が起きた場合の計画

立案等の準備等にも役立つ。 

 特に、我が国においては外的事象の PRA の実施が不十分であった。東京電力

福島第一原子力発電所の事故や昨今の規制課題を振り返っても、津波をはじ

めとした外的事象に関する客観的な評価の実施が最大の課題である。 

 PRA を実施して終わりではなく、問題はその成果をどう解釈し、どのような

具体的な意思決定に繋げるかが重要。ここにその組織の持つ価値観や姿勢が

反映される。責任ある運用に向けた姿勢、注意深さ、残余のリスクの管理姿

勢などによりこれらは異なりうる。 

 PRA を実施して、その結果を客観的に解釈する上で、我が国において定量的

な安全目標が未確立であることは課題。 

 PRA はリスク管理の為の技術情報をもたらすものの、原子力事業を実施する
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組織の姿勢や風土等事故の背後要因になる問題を明らかにするものではない

点も留意されるべきである。 

 PRA 利用を高めていくためには、以下の事項に留意すべき。 

A) 各社の PRA の実施における品質保証面などについて、客観性の担保のため、

専門家によるレビューを実施 

B)  社会的ニーズ等を勘案し優先度を決めた上で、早急なリスク評価が必要と

なる事項について、優先的に標準を作成 

C)  外的事象を含め PRA の基盤となるデータベースの拡充・整備を図る（例え

ば、地震による設備への被害に関するデータの体系化など） 

D)  各原子力事業者における専門スキルを有する人材の育成、確保 

E)  規制における PRA の扱い 

F)  これら活動を支援する機関 

 PRA 活用が進んでいなかったことに代表されるように、標準、規制が出来て

いない事柄については、安全の向上の取組として検討すらされなかったこと

が多かった。例えば PRA の取組は各社の実効的な取組が先行しても良かった

のではないか。 

 

（米国における PRA の活用の具体例） 

・ 会社経営層のトップダウンの決断の結果として、リスク部門の提案が実際

の建設・運転・保守のあり方に反映された。 

・ 米国原子力事業者は、運転部門、保守部門、リスク部門等の責任者を集め

た意思決定パネルを設置。その場で、リスク評価の手法・結果を共有し、

意思決定することで、リスク評価の手法・結果をブラックボックスにする

ことなく、部門にまたがる共通言語として活用。このためにも、経営トッ

プも含め、リスク評価に関する幅広いトレーニングが重要。 

・ リスク評価の結果が、オンラインメンテナンスの容認など、規制当局（NRC）

の規制運用の最適化をもたらしたことも、各原子力事業者のリスク部門の

発言力を引き上げることに繋がった。 

 

（４） パブリック・リレーションに関する意見【論点⑦関連】 

 政府も原子力事業者も社会も、「安全か否か」の二元論で問われた時に、「安

全だ」と答えてきてしまった。あらゆる技術にリスクは有るのだから二元論

を容認して「安全」と答える失敗を繰り返してはいけない。常にゼロリスク

ではないことを意識し続けるべき。 

 信頼が失われている状況では、コミュニケーションは成り立たない。事故に

より原子力事業者の信頼が低下している中、PA（パブリック・アクセプタン

ス）の概念の下、一方的に一つの考え方への理解を求めるのではなく、地域

住民を含めたステークホルダーの意見・懸念を聴取し、それを一つ一つマネ

ジメントに反映させていくことこそが信頼回復の第一歩。 

 他方、地域住民の方々が問いたいのは、「万が一避難が必要になったときに、
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『私』は逃げられるのか」という点である。今後は、この問いに答えるため、

確実な防災体制の整備とリスクコミュニケーションが必須。例えば、レベル

3PRA（放射性物質の敷地外への放出による公衆へのリスクを評価）のリスク

情報を活用し、防災計画など、緊急事態への備えに原子力事業者が関わって

いくことが、リスクコミュニケーション上も必要ではないか。 

 リスクコミュニケーションにおいては、何をコミュニケートするかのみなら

ず、透明性の確保が重要であり、立地地域の住民等のステークホルダーとの

透明性の高い意見交換の中で、共同で事実確認を築き上げていくことができ

る。この観点で仏のＣＬＩ制度には、日本としても学ぶべき点がある。 

 

（５） 原子力産業界全体に関する意見【論点⑧、⑨関連】 

 

 PRA/PSA（地震の評価に用いる地震による機器構造物被害のデータベース構築

なども含み）やレジリエンスに関する信頼できるシンクタンク的な存在によ

るサポートの必要性も検討すべき。 

 米国産業界のＩＮＰＯ（原子力発電運転者協会）による事業者相互レビュー

や、原子炉メーカー等を含め、産業界の知見を糾合したＮＥＩ（原子力エネ

ルギー協会）による科学的情報発信等の機能、軽水炉安全研究のマネジメン

トを行うＥＰＲＩ（米国電力研究所）などの海外の事例が参考になる。 

 

※来年 1 月、2月開催予定の第 8回、第 9回ＷＧにおいて、ＮＥＩ、ＥＰＲＩ等の有

識者を招き、議論を行う予定。 

 

（６） 安全研究・技術開発に関する意見【論点⑩関連】 

 

 米国産業界のＩＮＰＯ（原子力発電運転者協会）による事業者相互レビュー

や、原子炉メーカー等を含め、産業界の知見を糾合したＮＥＩ（原子力エネ

ルギー協会）による科学的情報発信等の機能、軽水炉安全研究のコーディネ

ーションを行うＥＰＲＩ（米国電力研究所）などの海外の事例が参考になる。

（再掲） 

 安全のように広域にまたがる研究や教育は難しい。欧米の大学でも同じ問題

意識がある。また安全改善のための研究開発は海外との協力が必要。 

 

※来年 2 月開催予定の第 9回ＷＧにおいて、安全研究・技術開発を議題とする予定。 
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２．今後の議論の方向性 
 

 

【総論】 

 

東京電力福島第一原発事故は、原子力利用全体におけるリスクガバナンスのあ

り方に大きな疑問を投げかけた。昨年、原子力規制委員会が設置され、安全第一

で世界において最も厳しい規制を追求することとされたが、規制水準を満たすこ

と自体が安全を保障するものではない。原子力事業者が規制水準を満たすだけの

対応に終始することは、安全に対する事業者の慢心を呼び、新たな「安全神話」

に陥ることになる。今後は、一義的に安全に責任を負う原子力事業者において、

自主的かつ継続的に安全性を向上させていく意思と力が必要であり、また、これ

を有した存在として認識されなければ、国民の原子力事業への信頼も回復しない。 

その際、これまで各原子力事業者による適切なリスクマネジメントを阻害して

きた社会的背景（適切なリスクガバナンスの不在、即ち、安全か否かの二元論に

陥りやすいリスク認識、定量的安全目標の未確立、米国の事例に見られるような

社会がリスクを管理する仕組みの欠如など）や企業の風土（批判的思考の欠如と

集団思考、事業者間の安全性に関する相互レビューの未定着など）等を正しく認

識することは重要であるが、それらの改善を受け身で待つのではなく、原子力事

業者自らが自主的かつ継続的な安全性向上の具体的な取組に率先して取り組んで

行くことで、能動的に社会的背景や企業風土等に働きかけていく姿勢が求められ

る。 

 

 原子力事業者の自主的な安全性向上に向けた具体的な取組については、東京電

力福島第一原発事故の教訓を出発点に位置づけるべきである。まず、深層防護（防

護対策の不完全さと不確かさを補うため、前段の安全対策が機能しなくなっても、

後段で防護する多層的な防護策（安全設計、シビアアクシデント対策、運転管理、

防災対策等を含む）を構成すべきとする考え方）の不十分さが挙げられる。IAEA

での 5層の深層防護の考え方に対して、日本では第 4層を知識ベースの対策と位

置付けて規制対象としなかった。また、日本ではこれまで内部事象を対象とした

シビアアクシデント対策が主に検討され、外部事象、人為的事象に関しては対策

が乏しかった。（国会事故調）また、いったん事故が発災した後の緊急時対応（第

5 層の防護）について、被害を最小化できなかった最大の原因は「官邸及び規制

当局を含めた危機管理体制が機能しなかったこと」、そして「緊急時対応において

事業者の責任、政府の責任の境界が曖昧であったこと」にあるとの指摘もある。

（国会事故調）さらに、従前から評価の対象としてきた内的事象に加え、地震・

津波を始めとする外的事象を考慮に入れた、施設の置かれた自然環境特性に応じ

た総合的なリスク評価が欠如していたことも指摘されている（政府事故調）。 
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こうした教訓を生かし、以下のような幅広い取組を実践していく必要がある。 

① 事故に繋がり得る事象の網羅的な洗い出し、脆弱点の抽出、安全対策の効果の

定量化等、定量的・定性的なリスク評価を行う。 

②当該評価を用いつつ、福島事故に鑑み、既存の対応を過信することなくシビア

アクシデントが発生し得ることを想定した深層防護の充実を図る。 

③これらの取組みの前提として、リスク管理目標を掲げ、リスク評価の結果を必

要な対応策の実施に繋げるサイクル（適切なリスクマネジメント）を構築した

上で、これを外部のステークホルダーの認識変化や国内外の新知見等を常に踏

まえた不断の継続的な改善を進める。 

④特に津波・地震等の外部事象に着目しながら、重要な事象展開の下でのストレ

ステストによりクリフエッジを特定（安全裕度の評価結果を踏まえ、建屋、系

統、機器等がどの範囲まで損傷・機能喪失すれば、安全設計上想定されている

範囲を超えて、燃料の重大な損傷に至るかを評価）すること等を通じて残余の

リスクへの対応を含むレジリエンスの向上を図る。 

但し、こうした取組の質には、組織の持つ価値観や姿勢が反映される。原子力

事業者における構成員個々人の批判的な思考と疑問を抱く姿勢、残余のリスクへ

の想像力、発電所の設備・設計への深い知見など、適切なリスクマネジメントの

前提となるこうした人的な側面への働きかけも必要であることに留意すべきであ

る。 

 

こうした然るべき人的基盤に支えられた幅広い自主的安全性向上の取組の必要

性は、スリーマイル島原発事故、チェルノブイル原発事故等を受け我が国におい

ても繰り返し謳われてきた内容である。しかしながら、総花的に必要な対策を羅

列することやミッションのはっきりしない新組織を立ち上げることでは、自主的

な安全性向上が継続的に進展していく望ましい姿が実現しないことは明らかであ

る。優先的に取り組むべき事項を明らかにしながら、望ましい姿の実現に向け、

原子力事業者、メーカー、学会、政府等の関係者がどのような行動を取っていく

べきかのロードマップを掲げていくべきである。 

 

これまでのワーキンググループでの議論では、まず、こうした自主的かつ継続

的な安全性向上の取組を実現していくためには、各原子力事業者の経営トップの

コミットメントの下で、リスク分析、リスク評価、必要な対応策の実施、パブリ

ック・リレーション等の内容・手順まで考慮した質の高いリスクマネジメントが

行われることの重要性が確認された。社会に甚大な被害を与え得る原子力事業に
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おいて、事故リスクの把握と必要な対応策の実施は経営のトップイシューでなけ

ればならず、これを実現するリスクマネジメントの確立は原子力事業の大前提で

ある。 

 

また、事故に繋がる事象の網羅的な評価、脆弱点抽出、対策の効果の定量化な

どの効果を持つ PRA（確率論的リスク評価）は、効果的なリスクマネジメントを

実施する上での出発点となる重要なツールであり、諸外国では積極的に活用され

ている。他方、我が国においては、PRA はこれまで必ずしも積極的に活用されて

こなかった。東京電力福島第一事故の教訓でもあるが、可能性は低いが仮に事態

が進展してしまうと社会に甚大な影響を与えてしまう事象に対する想像力、緊急

時対応の事前準備等を高めるためにも、PRA を通じた網羅的なリスク評価は不可

欠かつ優先して整備すべきリスクマネジメント・ツールである。 

 

さらに、社会に甚大な影響を与えてしまった原子力事業を行う上では、立地地

域の住民の方々をはじめとするステークホルダーとの間で適切なパブリック・リ

レーションが構築されなければならない。そのうち、まず強調されるべきなのは、

原子力事業者は、「安全か否か」との二元論に陥りやすい社会的背景に流されるこ

となく、リスクの存在を前提に、ステークホルダーの意見、価値観を取り入れな

がら可能な限りリスクを低減させていくというリスクマネジメントを実践してい

くべきであることである。そうした実践こそが、原子力事業への信頼回復の第一

歩である。 

 

ＰＲＡの積極的活用、必要な対応策の実施及びリスクコミュニケーションの実

施を含むリスクマネジメントの確立、既存の軽水炉の安全性向上研究の効率的実

施、これらに関係する人材育成等の原子力事業者の自主的安全性向上の取組は、

各原子力事業者のコミットメントに基づくものでなければならないが、併せて、

政府を含め原子力産業に関わる者は、海外の良い慣行を常に参考にしつつ国民と

の開かれた双方向のコミュニケーションの下で、こうした取組を根付かせるため

の仕組みを構築していくことも必要である。今後、米国等の海外の例に学びつつ、

具体的な仕組みのあり方についても議論を深めていくことが必要である。 
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【個別論点の方向性】 

 

各論点については、以下の方向性で検討すべきではないか。 
 
 

(１) 自主的安全性向上のために幅広く継続的な取組みを実施するべき。 

－ 自主的安全性向上のためには、規制基準を満たせば良いという考えから脱

却し、規制基準や標準がなくとも、安全性向上のために講ずべき対策を自

ら考えていくべき。その際、発生確率の低い事象だからといって備えを怠

るのではなく、不確実性の大きさに応じた層の厚い安全対策を講じるべき。 

－ 事故リスクの把握と必要な対応策の実施は、原子力事業者の経営における

トップイシューであり、事業者全体として「落としどころを探り合う対応」

に陥ってはならず、個々の事業者が個別プラント毎に責任を持って取り組

むことが大前提。この考えを各社の経営の中に根付かせるべき。 

－ 個々の事業者が自らリスク管理を行うためには、自らのリスク判断基準を

持つべき。また、これを活用し、地域社会とのリスクコミュニケーション

に取り組むべき。 

－ 技術は常に進化するものであり、国際的な最前線の取組にも学びつつ、目

指すべき安全性やリスク評価を不断に見直すべき（ムービングターゲット

としての自主的安全目標の設定と評価手法の不断の見直し）。また、社会

は複雑系のシステムであり、社会的リスク要因は時代と共に変化すること

も考慮に入れ、リスク管理能力を高めるべき。例えば、社会的信頼もアセ

ット（資産）の一つと考えてアセットマネジメントとして、リスク管理を

行うべき。 

－ 不測の事態に対処するための能力（レジリエンス）を高めるべき。そのた

めに、ＰＲＡ、決定論的な安全評価、ストレステストのような評価等の様々

な評価手法を活用すべき。 

 

(２) 各原子力事業者のリスクマネジメント向上のために必要な具体的方策を検

討し、講じるべき。 

－ 経営トップのコミットメントを担保する方策を講ずるべき。（経営の参謀役

としてリスク担当役員を設置するといった提言をどう考えるか） 

－ 個々の事業者において、社内での原子力安全の監視機能を強化すべき。 

－ （「リスクガバナンスの枠組み」における）プレアセスメントやリスク判断

等を効果的に実施する上で、外部ステークホルダーの価値観を汲み上げる

方策を講ずるべき。 

－ 「リスクガバナンスの枠組み」を機能させるため、具体的なリスク指標を

用いるべき。（ＰＲＡ、パフォーマンス・インディケータ等）また、ＷＡ
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ＮＯの Performance Objective and Criteria 等を参考に、プラント監視

能力を高める方策は何か。 

－ リスクマネジメントの取組を進めるための各事業者における人的基盤を育

む方策を講ずるべき。具体的には、①PRA などのリスク評価を実施する専

門知識を持った人材の育成と、②原子炉安全システムの全体を俯瞰した視

点からリスク情報を活用できるようCEOを含む幅広い職員のリスク情報リ

テラシーの向上を図っていくことがいずれも必要。 

－ 各原子力事業者の取組を定着させるための仕組み・インセンティブを導入

すべき。（適切な相互監視（ピアプレッシャー）、保険等に関連した外部か

らの評価、規制運用上のインセンティブ等） 

－ リスク情報に基づいた判断には、組織の持つ価値観や姿勢が反映される。

疑問の提示、注意深さ、残余のリスクの配慮などリスクマネジメントの前

提となる人的な側面（風土・文化）への対策を講ずべき。 

 

(３) 効果的なリスクマネジメントを実施する上でのツールとして特に重要だと

考えられるＰＲＡの適切な実施を担保すべき。 

－ 福島事故の教訓を踏まえ、リスクマネジメント向上のためのＰＲＡ実施体

制のあり方を検討すべき。特に、内的事象、外的事象（地震、津波）など

の対象範囲がある中で、直ちに実施に移すべきもの、高度化・研究開発す

べきものを仕分けたロードマップの策定をすべき。 

－ 特に外的事象については、評価技術の精度を向上させていくべき。 

－ 各社が個別の原子炉毎に実施するＰＲＡの品質保証のあり方を検討し、国

外を含めたピアレビューの実施等の具体的方策を講ずるべき。 

－ ＰＲＡ実施のための基盤データベースの整理・拡充をすべき。 

－ 原子力産業界全体としてのＰＲＡ研究の実施、人材育成を誰が担うべきか

明確にすべき。（米国ＥＰＲＩによる研修プログラムなどを参考に誰がど

のような取組をすべきか） 

－ 規制当局とのリスク情報活用にむけた対話を実践すべき。 

 

(４) 原子力事業に関するパブリック・リレーションのあり方を改善すべき。 

－ まず、ＰＲＡの整備と着実な実施により、その知見に基づき、各炉毎のリ

スクの違いを前提としたリスクコミュニケーションを実施すべき。（特に、

ＰＲＡの実施・活用及び地域防災計画への協力などを通じた、事故を想定

した立地地域との情報共有や緊急時対策立案への協力。） 

－ 原子力を担う者への信頼性向上には何が必要か検討し、具体的方策を講ず

るべき。（リスクインフォームドの考え方を基礎とする安全確保、適切な
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リスクガバナンスの定着、外部ステークホルダーの価値観の取入れ、事業

者と規制当局との間での科学的・技術的なリスクコミュニケーションを透

明性高く実施すること等） 

－ リスクコミュニケーションが適切に行われるために、学会等による一般市

民のリスクリテラシー向上に向けた取組を検討すべき。 

 

(５) 各原子力事業者のこれまでの対応（ＰＲＡの実施、必要な対応策の実施及

びリスクコミュニケーションを含むリスクマネジメント、軽水炉安全研究

等）が十分とは言えない現状に照らし、原子力産業全体として必要とされ

る仕組みを構築すべき。 

－ メーカーが高い設計能力を持つ日本の実情を踏まえるべき。 

－ ＰＲＡ実施の高度化をはじめとする各社のリスクマネジメントをレビュー

し牽引する機能を持つべき。 

－ 適切なピアプレッシャー機能を向上させていくべき。（米国ＩＮＰＯの事例

を参考に何が足りないのか。） 

－ 科学的・客観的な意見集約・情報発信機能を構築すべき。（米国ＮＥＩの事

例から何を取り入れていくか。） 

－ 我が国において軽水炉安全性向上に関する研究開発の効果的・効率的なマ

ネジメント機能を構築すべき。 

 

(６) 既存の原子炉の安全性向上に直結する研究開発を機動的・効率的な実施の

あり方を検討し、具体的仕組みを導入すべき。（他の原子力関係研究開発と

の優先順位の見直し、規制当局との適切な研究成果の共有のあり方など） 

 

(７) 「リスクガバナンスの枠組み」におけるプレアセスメント、ＰＲＡの高度

化、研究開発の機動的・効率的な実施等の各局面において、世界の新知見

を反映させていくための具体的方策を講ずべき。 

 

(８) これらの原子力の自主的安全性向上の取組を、誰がどのように（優先順位、

期間等）実現していくべきか、ロードマップを示すべき。 
（以 上） 


